
○ 学術研究推進部長（コンプライアンス推進責任者）の下、研究費執行
に係るマニュアルの一本化など、研究者の負担軽減につながる制度改
善を積極的に推進 ③

○ 監事意見「立替払いを減らす」を踏まえ、ＷＥＢ調達システムの導入、
予算残額の把握による早期執行の促進 ③

○ 研究補助に係る学生アルバイト、非常勤雇用者の採用に際して、事務
部門が面接に立ち会い、コンプライアンス研修およびルールの周知を
実施 ②

駒澤大学の取組例（令和４年度）

※各機関の取組例は、その機関の規模や特性などによって異なるため、全ての機関
の参考・適用できるものではありません。あくまでも参考としてご覧いただくこ
とを目的に掲載しています。

不正防止対策強化の３本柱
①ガバナンス強化 ②意識改革 ③不正防止システムの強化

（①～③で最も関連性が高いと考えられる番号に整理し記載）

参考資料

・駒澤大学ホームページ

・公的研究費の使用に関する誓約書

・研究活動の公正性の確保及び適正研究費の使用について（理解度調査）

・令和４年度コンプライアンス研修会の資料

・令和４年度不正防止計画に伴う不正防止対策実施計画書

https://www.komazawa-u.ac.jp/research/research-activity/research-system.html


（駒大公的研究費様式） 
 

〈研究者用〉 

公的研究費の使用に関する誓約書（2022 年度） 

 

 

駒 澤 大 学 長  殿 

 
 
 私は、公的研究費による課題の遂行にあたり、下記の事項を遵守することを

誓約いたします。 

 
１． 公的研究費配分機関のルール、駒澤大学のルール、当該研究費に係る規

則等を遵守いたします。 

 
２． 配分された公的研究費は、適正かつ効率的に使用するとともに、不正使

用は行いません。 

 
３． 遵守すべき規則等に違反し不正行為を行った場合は、配分機関や駒澤大

学の処分（研究費使用停止、懲戒処分等）及び法的な責任（刑事告発等）

を負担いたします。 

 
 
研究費制度名  

 
  
 
                            年  月  日               

学部等名 
 

氏名（自署） 
 

 

科学研究費助成事業及びその他外部資金（2022 年度分） 



研究活動の公正性の確保及び適正研究費の使用について （理解度調査） 

 
駒澤大学 最高管理責任者 

学長 各務 洋子 

 
「駒澤大学公的研究費の適正な管理・運営に関する規程」に基づき開催する、コンプライアンス研修会の理

解度調査のため、下記質問にご回答をお願いいたします。 

問題①～③については、研究費の使い方として正しいものに〇、不適切なものに✖をチェックしてくださ

い。問題④・⑤については、研究活動における不正行為についての文章を読み、正しいものには〇を、正し

くないものには✖をチェックしてください。 
 
記 

 

問題① 同一日程の旅費を二つの研究機関より二重で受給してしまったが、重複した分を別の研究

目的で使用することとし、返還しなかった。 

回答  [  ] 

 

問題② 研究上必要な出張であったため、採択された科研費の研究課題とは関連の 

ない出張であったが科研費で支出した。 

回答  [  ] 

 

 

問題③ コロナの影響で研究計画が変更になり、多額の未使用金が発生したが、科研費 

を返還すると今後の審査に影響がありそうなので、「科研費採択期間終了後に 

必要となる予定の物品」の購入に充て使い切った。 

    回答  [  ] 

 

問題④ 「研究活動における不正行為への対応等に関するガイドライン」において「改 

ざん」とは、「存在しないデータ、研究結果等を作成すること。」と定義されて 

いる。 

    回答  [  ] 

 

問題⑤ 一緒にデータ分析をおこなっていた研究者が退職したため、論文を単独で発表 

した。これは不適切なオーサーシップに該当する。 

回答  [  ] 

 

 

質問は以上です。ご回答ありがとうございました。 



「研究機関における公的研究費の管理・監
査のガイドライン（実施基準）」に係るコンプ
ライアンス教育

2022年度

駒澤大学 コンプライアンス研修

1
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はじめに
本学でも毎年多くの研究者が公的研究費を財源とした研究活動に取り組み、本学の研
究活動の推進および間接経費による研究機関としての機能向上にご協力いただいてお
り、誠に感謝申し上げます。

「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」は、平成19年
2月に文部科学省又は文部科学省が所管する独立行政法人から配分される競争的資金
を中心とした公募型の研究資金について、配分先の機関がそれらを適正に管理するため
に必要な事項を示すことを目的として策定されました。

その後、平成26年2月、令和3年2月にガイドラインは改正されておりますが、依然として
研究費の不正使用が発生している状況により、不正防止対策を強化するとともに、より実
効的な取組を各研究機関において実施することが求められています。

公募型の研究資金を配分されている研究機関においては、このガイドラインを遵守する
必要があり、本学においても、公的研究費による研究活動を実施する機関として、ガイドラ
インに基づき、不正防止のための体制整備を行い、不正防止対策に取り組んでいます。

本コンプライアンス研修は、本学の研究活動において研究費不正を発生させないために、
研究者一人一人の意識を高めていただくとともに、改めて研究費使用のルールや不正発
生要因について再確認いただくことを目的として、毎年実施しております。

研究者または関連する事務部門のみなさまには、公的資金を財源としていることを改め
てご認識いただき、適正な研究費執行に努めていただきますようお願いいたします。

コンプライアンス教育推進責任者

学術研究推進部長 松信 ひろみ
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【コンプライアンス教育の必要性】

『コンプライアンス教育』の定義
不正を事前に防止するために、機関が競争的研究費等の運営・管理に関わる全ての
構成員に対し、自身が取り扱う競争的研究費等の使用ルールやそれに伴う責任、自らの
どのような行為が不正に当たるのかなどを理解させることを目的として実施する教育

経緯

「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（以下、ガイド
ラインという）が平成19年に策定された。不正事案が社会問題として大きく取り上げら
れる事態となったことを受け、平成26年2月にガイドラインを改正。

各機関においてガイドラインに基づく管理・監査体制の整備が進んだことにより、取引業
者等を介した不正事案は顕著に減少したが、謝金・給与や旅費等に係る不正事案は増
加傾向にあるなど、研究費不正は依然として様々な形で発生しており、研究者一人一人
の意識向上および不正をさせない組織風土の形成が求められている。

令和3年2月に改正された現行のガイドラインでは、コンプライアンス教育の受講状況や
理解度の把握、誓約書の提出を求めることが明記されている。
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【研究活動上の不正について】

種類 研究活動における不正行為 研究活動における研究費不正

対象
競争的資金・私学助成等による措置・配
分により所属する研究者が研究活動を
行っている全ての機関

競争的資金を中心とした公募型の研究資金

定義 得られたデータや結果の捏造、改ざん、及
び他者の研究成果等の盗用。

故意若しくは重大な過失による競争的研究
費等の他の用途への使用又は競争的研究
費等の交付の決定の内容やこれに付した条
件に違反した使用。

不正の
種類

このほか、他の学術誌等に既発表又は投
稿中の論文と本質的に同じ論文を投稿す
る二重投稿、論文著作者が適正に公表さ
れない不適切なオーサーシップなどが不
正行為として認識されるようになってきて
いる。

目的外使用、カラ出張、カラ謝金、水増し請
求、架空発注、預け金、プール金、私的利用、
換金、書類の書換え（差換え、品替え、品転）、
期ずれ等

対応する
ガイドライン

研究活動における不正行為への対応等
に関するガイドライン（平成26年8月26
日文部科学大臣決定）

研究機関における公的研究費の管理・監査
のガイドライン（実施基準）
※左記の共通事項も含む

不正発生
報告

配分機関および文部科学省へ必要 配分機関および文部科学省へ必要
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【研究活動上の不正の種類】

捏 造 ： 存在しないデータ、研究結果等を作成すること

改 ざ ん ： 研究資料・機器・過程を変更する操作を行い、データ、研究活動に
よって得られた結果等を真正でないものに加工すること

盗 用： 他の研究者のアイディア、分析・解析方法、データ、研究結果、論文
または用語を当該研究者の了解または適切な表示なく流用すること

二 重 投稿： 既発表の論文又は他の学術雑誌に投稿中の論文と
本質的に同じ論文を投稿する行為

不適切なオーサーシップ：
研究論文の著者リストにおいて、論文著作者が適正に公表されない行為

研究費の不正使用：
目的外使用、カラ出張、カラ謝金、水増し請求、架空発注、預け金、プール金、私的利用、
換金、書類の書換え（差換え、品替え、品転）、期ずれ等
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【研究費制度の概要】
【出典】文部科学省
研究機関における公的研究費の管理・監査の
ガイドラインについて（研究者向け）より抜粋
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【不正発生のメカニズム】
【出典】文部科学省
研究機関における公的研究費の管理・監査の
ガイドラインについて（研究者向け）より抜粋
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【不正使用の種別】
【出典】文部科学省
研究機関における公的研究費の管理・監査の
ガイドラインについて（研究者向け）より抜粋
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【不正使用事例紹介①架空発注と預け金による不正】

〇本学ではWeb調達を始めとし、研究推進係による事務発注を推奨しています。発注は研究推進係にご依頼ください。
〇本学では検収窓口において物品検収を実施しています。ご協力をお願いいたします。

【出典】文部科学省 研究機関
における公的研究費の管理・監
査の ガイドラインについて（研究
者向け）より抜粋
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【不正使用事例紹介②架空人件費（謝金）による不正】

〇本学ではアルバイト採用時に事務部門による面接・説明・コンプライアンス教育を実施し、誓約書の提出を求めています。
〇アルバイトの勤惰管理はタイムカードシステムを導入し、教員・事務部門による確認を行っています。
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【不正使用事例紹介③架空旅費交通費による不正】

〇本学では出張時には学部長を経由する事前申請・事後報告書のステップを設け、実費の確認できる証憑書類や
航空券の半券、学会参加証明、ネームプレートなど、現地に行ったことが確認できる書類の提出を求めています。
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【不正使用事例紹介④旅費交通費の重複受給による不正】

〇本学では他予算との旅費の二重申請チェックを行っています。他機関から出張費や交通費等が支給される場合には
必ずお知らせください。
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【不正使用事例紹介⑤購入した物品を換金】

〇本学では5万円以上の物品を大学登録物品とし、ラベルを貼付して管理しています。会計監査や内部監査などの
機会に確認をさせていただきますので、所在を明らかにしておいてください。
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【その他不正使用事例】

文科省 不正使用事案 令和3年度 7大学において不正使用事案が公
表されています。

https://www.mext.go.jp/a_menu/kansa/houkoku/1364929.htm
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【本学における不正を防止するための体制としての取組】

本学においては、「学校法人駒澤大学行動規範」のほか、研究活動における基本方
針を以下の通り策定しています。

〇駒澤大学研究活動の基本方針

〇駒澤大学研究活動における行動規範

また、公的研究費における不正防止計画および不正防止計画に基づく不正防止対
策実施計画書を策定し、学術研究推進部を不正防止対策推進部署と定め、不正防
止対策の実施に取り組んでいます。

〇駒澤大学公的研究費不正防止計画

〇駒澤大学の公的研究費における適正な管理・運営に関する責任体系図

https://www.komazawa-u.ac.jp/about/policies/basic-policy-of-research-activity.html
https://www.komazawa-u.ac.jp/about/compliance/code-of-conduct-research.html
https://www.komazawa-u.ac.jp/about/files/prevention.pdf
https://www.komazawa-u.ac.jp/about/files/2021sekinin_taikeizu.pdf
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【令和３年度不正防止対策の報告】

●令和2年度科研費の使用状況等について内部監査を実施

①通常監査 ： 科研費採択研究課題６３件の概ね１０％を対象として6名の書面監査
②特別監査 ： 通常監査の対象課題の３０％を対象として2名の物品現物確認・ヒアリング
③公的研究費等の管理体制：関連規程・業務手順書の確認、研究推進係のヒアリング

●不正防止駒澤大学公的研究費不正防止に関するニュースレターの配信

●研究者のみなさまへ ～責任ある研究活動を目指して～（青色パンフレット）
研究者のみなさまへ ～公的研究費の適正な執行について～（緑色パンフレット） の配付 等

【令和4年度の不正防止対策の取組予定】

・令和3年度科研費使用状況の内部監査
・不正防止駒澤大学公的研究費不正防止に関するニュースレターの配信
・ポスターの掲示 等

※ご協力をお願いいたします。
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【不正を起こさないために】
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【不正を起こさないために②】
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【不正に関する告発等を受け付けた場合の対応と影響】
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【文部科学省によるモニタリング等及び不備がある機関に対する措置】
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【機関、配分機関による競争的資金制度における不正に対する措置】



研究不正に係る調査について
通報窓口・告発窓口 ・・・ 学術研究推進部長

学術研究推進部長は速やかに学長（最高管理責任者・研究
倫理教育責任者）に報告し、調査が必要であると学長が判断
した場合は、各種調査委員会を設置する。

専用メールアドレス

nofusei@komazawa-u.ac.jp

駒澤大学サイトホーム > 大学概要 > 各種方針等 > 駒澤大学研究活動
の基本方針

22

mailto:nofusei@komazawa-u.ac.jp
https://www.komazawa-u.ac.jp/
https://www.komazawa-u.ac.jp/about/
https://www.komazawa-u.ac.jp/about/policies/
https://www.komazawa-u.ac.jp/about/policies/basic-policy-of-research-activity.html
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【科研費のルールについて】

科研費は、「研究費執行の手引き」に則って執行してください。

科研費は、補助金に該当する種目と基金に該当する種目でルールが異なります。

●補助金（基盤研究A、 基盤研究B 等）
・ 研究期間が複数年度にわたっていても、
年度ごとに当該年度分の研究費についてのみ交付申請を行う
・ 当該年度内の執行が原則（当該年度の領収書以外は受付不可）
・ やむを得ない事由により、未使用額を翌年度に繰り越す場合は手続きが必要

●基金（基盤研究C、 若手研究、 国際共同 等）
・ 初年度に、研究期間全体（複数年度） の研究費について交付申請を行う
・ 研究者は会計年度にとらわれずに研究を進めることができる
・ 研究期間内であれば、年度をまたぐ執行が可能
・ 未使用分の研究費については、事前の手続なく次年度に繰越可能

獲得した科研費がどちらに該当するか確認のうえ、執行してください。

また、科研費は採択された研究課題に関連した経費しか支出できませんのでご注意ください。
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【科研費の執行について】

今年度よりDr.Budgetに執行率が表示さるように仕様が変更されました。

公的研究費内部監査において、
科研費最終年度や年度末における発注の偏りについて指摘されております。
年度末に過度に支出が集中することのないよう、計画的な執行をお願いします。
なお、未使用の科研費を返還しても、その後の審査や交付に影響することはありません。

＜研究最終年度における申請締切＞

最終締日（予定） 備考

税込5万円以上

の物品
2022年9月30日(金)

上記以外の申請 2023年2月24日（金）
補助金は単年度会計となるため、次年度に継続する

課題であってもこの日までに申請をお願いいたします。
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【科研費に関する問い合わせ先】
科研費のルールや執行に関することでご不明な点等がありましたら、
下記までお問合せください。

学術研究推進部 学術研究課 研究推進係（第一研究館2階事務室内）

電話：03-3418-9125

メール：ken-suishin@komazawa-u.ac.jp



令和4年度不正防止計画に伴う不正防止対策実施計画書
【不正防止計画推進部署】
学術研究推進部研究推進係

実施予定月 実施内容 備考

4月

5月
内部監査結果に基づく不正発生要因の検証と対応
不正防止計画の策定
コンプライアンス研修会資料の見直し・作成

6月

不正防止計画、実施計画に関する監事、内部監査部門との意見交換
コンプライアンス研修会の実施
駒澤大学公的研究費不正防止に関するニュースレター(2022年度第1号）配信（※
①）

第1回公的研究費委員会

7月

不正防止計画の周知（教学運営会議、執行理事会議）
研究費執行状況のモニタリング
執行率30%未満の研究者へメール配信
令和3年度科研費内部監査の実施

8月

9月 駒澤大学公的研究費不正防止に関するニュースレター(2022年度第２号）配信

10月
内部監査における特別監査
内部監査室による学術研究推進部ヒアリング

11月 不正防止対策実施状況の中間報告

12月 研究費執行状況モニタリング 第2回公的研究費委員会

1月
令和3年度科研費内部監査結果報告
執行率70%未満の研究者へメール配信

2月
内部監査結果による不正発生要因の分析と不正防止計画への反映
監事との意見交換
駒澤大学公的研究費不正防止に関するニュースレター(2022年度第3号）配信

3月 不正防止対策実施状況の期末報告

　令和4年度不正防止計画に対応するための取り組みに関し、以下のとおり実施します。

※①駒澤大学公的研究費不正防止に関するニュースレター
対象者：公的研究費の管理・運営に関わる構成員
●科研費等の採択者
●コンプライアンス推進副責任者
●管理に関わる事務部門の担当者・派遣社員・業務委託スタッフ等
記事内容：不正防止のための啓発活動に関すること／不正使用事案（文部科学省発表等）の共有

科研費等公的研究費採択者に必要なお知らせ／コンプライアンス教育に関すること
間接経費の使用状況等の共有／内部監査の状況・結果等の報告
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